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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営理念を実現するとともに、株主のみなさまを初めとする様々なステークホルダーとの信頼関係を維持・発展させるために、コーポレー
トガバナンスの充実に努めます。
なお、当社は、当社の業種業態や企業規模等を総合的に勘案し、監査役設置会社の形態を採用しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

＜補充原則１－２－４＞
当社は議決権を行使しやすい電子行使環境の整備や招集通知の英文による提供につきましては現時点では実施しておりません。議決権の電子
行使につきましては、株主のみなさまの利便性や費用対効果などを総合的に勘案し、今後導入を検討してまいります。招集通知の英文による提
供につきましては、海外投資家の議決権割合が今後３０％を超えたときを目処に、英訳した招集通知を当社ホームページ等で開示することを検討
いたします。

＜原則　４－１１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件＞
取締役会の多様性につきまして、国際性の面では、グローバル企業の経営経験者が社外取締役に就任しております。ジェンダーの面では、現在
女性取締役は存在しませんが、社外監査役に女性が就任しており、取締役会にも参加しております。また、労働法に精通した弁護士が社外取締
役に就任しており、構成のバランスは取れていると考えております。
なお、女性取締役の選任につきましては今後の検討課題であると認識しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

＜原則１－４＞
・政策保有株式に関する方針につきましては、コーポレートガバナンス基本方針第２章１．「株主との関係」(4)「政策保有株式に対する方針」に記載
しております。取締役会において、当社が保有する個別の政策保有株式につきまして、保有目的、取引状況、配当、含み損益等を評価軸として、
保有継続の合理性を確認しております。2019年3月末現在の上場株式の保有銘柄数は26銘柄となっておりますが、保有の合理性が認められない
株式は継続して売却を進めてまいります。
・政策保有株式にかかる議決権行使の適切な対応を確保するための基準につきましては、上記「コーポレートガバナンス基本方針」に記載してお
ります。
・当社は、政策保有株主から、売却等の意向が示された場合、その意向を尊重します。

なお、当社の「コーポレートガバナンス基本方針」につきましては、以下の自社ホームページをご参照ください。
https://www.ncic.co.jp/ir/governance.html

＜原則１－７＞
当社は、当社が取締役、執行役員および主要株主等（関連当事者）との間で取引を行う場合には、当該取引が当社や株主共同の利益を害するこ
とがないよう、取締役会はあらかじめ取引内容の合理性や利益相反のおそれ等を勘案し、承認の可否を判断いたします。

<原則２－６>
当社では、現在、企業年金を運用していない為、アセットオーナーには該当しておりません。

＜原則３－１＞
（i）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画
当社の経営理念・行動理念につきましては、コーポレートガバナンス基本方針第１章３．「経営理念及び行動理念」に記載しております。
さらに、以下の自社ホームページに記載しております。　
https://www.ncic.co.jp/company/philosophy.html
また、当社は2018年度を初年度とする中期経営計画を策定しており、その概要につきまして、自社ホームページに掲載しております。
http://www.ncic.co.jp/pdf/ir180515-1.pdf
（ii）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針
当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針につきましては、「コーポレートガバナンス基本方針」を以下の自社ホームペー
ジに掲載しております。
https://www.ncic.co.jp/ir/pdf/cgk151222.pdf
（iii）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続
１．報酬を決定するに当たっての方針
当社のコーポレートガバナンス基本方針第３章６．「取締役の報酬」に記載しております。
２．上記方針にかかる手続き
当社のコーポレートガバナンス基本方針第３章５．「指名諮問委員会及び報酬諮問委員会」に記載しておりますとおり、報酬諮問委員会の答申を
受け、取締役会で承認の可否を判断いたします。
（iv）経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続



１．選解任・指名を行うに当たっての方針
当社のコーポレートガバナンス基本方針第３章３．「取締役及び監査役候補者の指名方針・手続き」（１）「取締役候補者」、（２）「監査役候補者」に
記載しております。
２．上記方針にかかる手続き
当社のコーポレートガバナンス基本方針第３章３．「取締役及び監査役候補者の指名方針・手続き」（３）「手続き」に記載しております。
（v）取締役及び監査役個々の選任理由につきましては、株主総会招集ご通知に記載しております。
また、独立社外役員候補者については、独立性に問題もない旨を併せて説明しております。

＜補充原則４－１－１＞
当社のコーポレートガバナンス基本方針第３章１．「取締役会及び取締役」（１）「取締役会の責務・役割」に記載しております。

＜原則４－８＞
当社のコーポレートガバナンス基本方針第３章１．「取締役会及び取締役」（２）「取締役会の構成」に記載しております。

＜原則４－９＞
当社のコーポレートガバナンス基本方針第３章４．「独立性基準」及び別紙に記載しております。
また、独立社外取締役候補者につきましては、グローバル企業の経営者としての豊富な知識・経験あるいは有識者、専門家としての高い知見を
有する者等の中から選任いたします。

＜補充原則４－１１－１＞
取締役会の規模に関する考え方につきましては、当社のコーポレートガバナンス基本方針第３章１．「取締役会及び取締役」（２）「取締役会の構
成」に記載しております。
また、取締役会は、日コングループの事業に関する深い知見を備えるとともに、財務会計、リスク管理およびコンプライアンス等に関する多様な知
識・経験・専門性を備えた全体として適切なバランスの取れた構成といたします。

＜補充原則４－１１－２＞
取締役および監査役が当社グループ以外の会社の役員を兼任する場合は、定期的に取締役会で報告し、その合理性等につきまして監督に努め
ております。また主要な兼任の状況につきましては、事業報告の「会社役員に関する事項」、有価証券報告書の「役員の状況」において開示してお
ります。

＜補充原則４－１１－３＞
当社は、取締役会全体の実効性についての分析・自己評価につきましては、当社のコーポレートガバナンス基本方針第３章１．「取締役会及び取
締役」（５）「取締役会の自己評価」に記載のとおり、毎年実施することとしております。
2018年度につきましては、全取締役、監査役にアンケートを実施し、外部の意見も含めた結果を取締役会に報告し、議論いたしました。その結果、
取締役会全体の実効性については、概ね適切に確保されていることを確認しております。
一方、取締役会の監督機能の一層の強化のため、戦略や今後の方向性といった中長期的な経営課題に関する議論を更に充実させることが、課
題であり、その実現に向けて審議のプロセスの見直しを行うこと、およびIR体制の一層の強化などが必要であることを確認いたしました。
今後も更なる取締役会の監督機能および意思決定機能の向上を図ってまいります。

＜補充原則４－１４－２＞
当社のコーポレートガバナンス基本方針第３章８．「取締役・監査役のトレーニング方針」に記載しております。

＜原則５－１＞
当社のコーポレートガバナンス基本方針第２章１．「株主との関係」（６）「株主との建設的な対話に関する方針」に記載しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

新日鐵住金株式会社 6,940,000 12.10

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　太平洋セメント口　再信託受託者　資産管理サービス
信託銀行株式会社

3,634,500 6.33

日コン取引先持株会 2,597,700 4.53

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,564,800 4.47

日本電設工業株式会社 2,008,750 3.50

太平洋セメント株式会社 1,500,000 2.61

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,161,300 2.02

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 1,133,900 1.97

株式会社みずほ銀行 1,000,000 1.74

株式会社三菱UFJ銀行 930,000 1.62

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし



補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 ガラス・土石製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

八木　功 他の会社の出身者

間塚　道義 他の会社の出身者 △

石嵜　信憲 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

八木　功 ○

八木功氏は、過去に全日本空輸株式会
社の取締役を務めておりましたが、当社
は同社と一般消費者としての通常の取引
を行っております。

全日本空輸株式会社代表取締役副社長およ
び全日空商事株式会社代表取締役社長を経
験されるなど、企業経営者としての豊富な経験
と幅広い見識を有しており、独立した立場から
経営全般に関し適切な助言が期待でき、コー
ポレートガバナンスの一層の充実が図られると
判断し、選任しております。
（独立役員として指定する理由）独立役員の独
立性に関する判断基準のいずれにも該当せ
ず、一般株主と利益相反が生じるおそれのな
い社外取締役であるため、独立役員に選任し
ております。

間塚　道義 ○



間塚道義氏は、過去に富士通株式会社
の取締役を務めておりましたが、当社と同
社双方間の取引規模はそれぞれの売上
高に対して軽微であります。

富士通株式会社代表取締役会長、社長を経験
されるなど、企業経営者としての豊富な経験と
幅広い見識を有しており、独立した立場から経
営全般に関し適切な助言が期待でき、コーポ
レートガバナンスの一層の充実が図られると判
断し、選任しております。
（独立役員として指定する理由）同氏は当社取
引先の親会社の元代表取締役ではあります
が、同社および当社の意思決定に対して影響
を与える取引関係はありませんので、一般株
主と利益相反が生じるおそれのない社外取締
役であるため、独立役員に選任しております。

石嵜　信憲 ○

石嵜信憲氏は、代表を務める弁護士事務
所と当社間において個別に法律相談を
行っておりますが、その支払う報酬の額は
軽微であります。

労働法のエキスパートとして活躍されるなど、
弁護士として豊富な経験と幅広い見識を有して
おり、独立した立場から「働き方改革」などの経
営課題を始めとして、経営全般に対する適切な
提言と監督が期待でき、コーポレートガバナン
スの一層の充実が図られると判断し、選任して
おります。
（独立役員として指定する理由）同氏が代表を
務める弁護士事務所は当社の法律相談先で
はありますが、同事務所へ当社が支払う報酬
は僅少であるため、独立役員の独立性に関す
る判断基準のいずれにも該当せず、一般株主
と利益相反が生じるおそれのない社外取締役
であるため、独立役員に選任しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名） 委員長（議長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 5 0 2 2 0 1 社外取締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 6 0 2 3 0 1 社内取締役

補足説明

当社は、監査役会設置会社体制のもと、公正性、客観性および透明性を担保するために、経営幹部の指名について取締役会の諮問機関として
指名諮問委員会を設置しております。その構成は代表取締役を含む社内取締役2名（内オブザーバー1名）と独立社外取締役2名および独立社外
監査役1名にて構成され、社外取締役が委員長を務めます。
また、取締役の報酬についても公正性、客観性および透明性を担保するために、取締役会の諮問機関として報酬諮問委員会を設置しておりま
す。その構成は代表取締役を含む社内取締役2名（内オブザーバー1名）と独立社外取締役3名および独立社外監査役1名にて構成され、取締役
会長（議長）が委員長を務めます。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人と監査計画・監査結果を相互に開示するとともに、会計監査人の実査往査に立ち会う一方、四半期ごとの定期的な会合お
よび適宜必要な打合せを行う等の連携により、情報の共有および監査の効率性・実効性確保に努めております。

また、監査役は、内部監査室と基本的に毎月開催する定期的な会合、随時開催する臨時的な会合で、監査計画・監査結果を相互に説明する等の
連携により、情報の共有を図るとともに効率的で実効性のある監査に努めております。



社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

安藤　まこと 公認会計士

西村　俊英 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

安藤　まこと ○ ―――

公認会計士として高い専門知識と見識を有し、
独立した立場から客観的な助言を期待するとと
もに、監査役の職務を適切に執行できると判断
し、選任しております。
（独立役員として指定する理由）独立役員の独
立性に関する判断基準のいずれにも該当せ
ず、一般株主と利益相反が生じるおそれのな
い社外監査役であるため、独立役員に選任し
ております。

西村　俊英

西村俊英氏は、太平洋セメント株式会社
の常勤監査役を務め、当社は太平洋セメ
ント株式会社から、コンクリートポール・パ
イル等の原材料の一部であるセメントを仕
入れております。なお、同社は当社発行
済株式（自己株式を除く）の8.95％（退職
給付信託口3,634千株を含む）を保有して
おります。

太平洋セメント株式会社での経理部長としての
経験から財務および会計に関する十分な知見
を有しており、また取締役としての企業経営に
関する豊富な経験と、専門知識による経営全
般に対する監視と有用な助言を期待するととも
に、監査役の職務を適切に執行できると判断
し、選任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、その他



該当項目に関する補足説明

業績連動型報酬に準じたＢＩＰ信託を導入する他、報酬諮問委員会において業績に応じた役員賞与を含め審議を行い、報酬等の額を決定しており
ます。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書において社内取締役および社外取締役の別に各々の総額を開示

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

2019年3月期の実績
取締役 8名　92,085千円（うち社外取締役5名　28,305千円）　
監査役 3名　　28,740千円（うち社外監査役2名　10,980千円）

各取締役の報酬額は、株主総会で決定された報酬枠の範囲内で、職位別の基本報酬額に、一定の基準に基づき、会社業績等に応じた加減を
行って算定しております。各監査役の報酬額は、株主総会で決定された報酬枠の範囲内で、監査役の協議により決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社長室が連携・調整を行うとともに、取締役会資料の送付等、サポートの任にあたっております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

現状の体制の概要
１．業務執行の機能に係る事項
（１）取締役会
取締役会は3名の社外取締役を含む7名の取締役で構成し監査役会との緊密な連携のもとに、適法かつ妥当な意思決定および取締役の職務執
行の監視監督を行っております。取締役会は、毎月1回、定例取締役会を開催することを基本とするほか、必要に応じて臨時取締役会を随時開催
し経営状況を適切に把握するとともに、スピーディな意思決定が行える体制となっております。
なお、当社の取締役の定数は15名以内とする旨を定款で定めております。

（２）経営会議
当社は、取締役会の決議により選任された16名の執行役員と常任監査役をメンバーとする経営会議を設置し、取締役会の定めた基本方針に基
づく具体的な業務執行に関する計画を審議決定するとともに、その進捗状況をフォローしております。経営会議は毎月2回の定例会議の他、必要
に応じて臨時経営会議を随時開催しており、執行役員の内3名が取締役を兼務しております。

（３）経営関連会議
当社は、営業業務を担当する部門長と執行役員で構成する拡大経営会議を毎月開催し、重要決定事項の通達、業務遂行状況の報告・確認等を
行っております。また、半期毎に、全グループ会社の社長と部門長以上をメンバーとするグループ幹部会を開催し、経営方針を周知徹底しグルー
プ経営の強化を図っております。　　

２．監査・監督の機能に係る事項
（１）内部監査
社長直轄の内部監査室（専任5名）を設置しております。内部監査室は、年間の監査計画に基づき、当社および当社グループ各社の業務が適正
かつ妥当に行われているか監査し、適時改善提案を行っております。内部監査の結果はすべて社長に報告されるとともに、常任監査役にも報告
され、監査役監査との連携を図っております。

（２）内部統制評価委員会
経理担当執行役員を委員長とする内部統制評価委員会を設置し、内部統制評価規定に基づき、財務報告の内部統制について整備の状況および
運用の有効性を定期的に評価し改善を図っております。なお、内部統制評価委員会は、適宜、取締役会にその整備・運用状況を報告しておりま
す。



（３）監査役監査
当社は、2名の社外監査役（うち1名は女性）を含む3名で監査役会を構成し、監査役は、監査役会の定めた監査計画に基づき、取締役会をはじめ
とする重要な会議に出席するほか、当社および子会社の業務および財産状況の調査を行う等、取締役の職務執行を監査しております。また、監
査の結果は、毎月開催される監査役会において報告され情報の共有化を図っております。
なお、監査役は何れも財務および会計に関する十分な知見を有し、内1名は公認会計士の資格を有しております。

（４）会計監査
当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しております。監査を担当する業務執行社員は平野洋氏および草野耕司氏の2名の公認会
計士であり、監査補助者は公認会計士4名、会計士補等8名です。なお、当社と監査法人の業務執行社員との間には特別の利害関係はなく、かつ
継続関与年数は7年以内です。

３．報酬決定の機能に係る事項
当社は、取締役の報酬について、公正性、客観性および透明性を担保するために、取締役会の諮問機関として、独立社外取締役3名および独立
社外監査役1名と社内取締役2名からなる報酬諮問委員会を設置し、当社の取締役報酬制度および取締役報酬額について審議し、取締役会に答
申しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、当社の業種業態や企業規模等を総合的に勘案した結果、監査役設置会社の形態が当社のガバナンスを有効に機能させる面において最
も効率的であると判断し、監査役設置会社を採用しております。なお、当社は独立性がある財務・会計に関する知見を有する公認会計士を含めた
2名の社外監査役を選任し監査機能の強化を図る一方、企業経営に精通した複数の社外取締役を選任することにより、経営の監督機能の強化を
図っております。また、執行役員制度の導入等により、経営の意思決定のスピード化と効率化を図り業務執行機能を強化しております。これらの
機能強化に加え、内部監査室および内部統制評価委員会が取締役会および監査役会と緊密に連携することにより、コーポレート・ガバナンスの実
効性を高め健全で持続的な成長を可能にすると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2019年の第88回定時株主総会の招集通知は、2019年6月5日に東証および自社ホームページ
に開示したのち、2018年6月7日に発送いたしました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年2回（第2四半期・期末）機関投資家、アナリスト向けに業績説明会を開催。 あり

IR資料のホームページ掲載
有価証券報告書、決算短信（四半期を含む）、株主総会招集通知、株主総会
決議通知、決算説明会資料、適時開示内容を掲載

IRに関する部署（担当者）の設置 社長室　株式・ＩＲグループ

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

企業倫理規範(2008年7月改定)により、企業活動および社会活動における当社役職員の行動
規範となる企業倫理基準を次のとおり定めております。

１．企業活動における企業倫理
（１）高品質かつ安全な製品およびサービスを安定的に供給する。
（２）公正かつ自由な競争原理に基づき、法令および健全な商習慣を遵守し誠実な取引活動を
行う。
（３）企業情報を積極的に開示し、透明かつ公正な企業活動を維持する。
（４）従業員の人権と個性を尊重しつつ、合理的かつ効率的な企業運営を行う。
２．社会活動における企業倫理
（１）社会貢献活動に積極的に取り組む。
（２）環境問題を認識し、環境保全対策に取り組む。
（３）政治活動に関しては、法令を遵守し、政治、行政と健全かつ正常な関係を保つ。 
（４）反社会的勢力および団体に対し、断固たる行動を取り、助長させるような行為は一切行な
わない。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、コーポレート・ガバナンスを推進するうえで、内部統制システムの整備が極めて重要と認識しております。このため、取締役の職務の執行
が法令・定款に適合することを確保するとともに、当社グループの業務の適正を確保する体制を整備する基本方針である「内部統制システムの整
備に関する基本方針」を以下のとおり定めております。

（１）　当社および当社子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
1) 当社は、コンプライアンス経営の重要性に鑑み、2000年4月に「企業倫理規範」を定めるとともに、2004年2月には社長を委員長とするコンプライ
アンス委員会を設置し、当社の各部門長および日コングループ会社（財務諸表等規則第8条第3項の子会社をいい、以下「グループ会社」という。）
社長をコンプライアンス責任者とする。
2) 当社およびグループ会社（以下総称して「当社グループ」という。）は、コンプライアンス経営を第一義とし、イントラネットの活用等により「企業倫
理規範」を含む「企業倫理ハンドブック」の周知徹底を図り、法令遵守と企業倫理に基づく行動の実践に努めていく。
3) 当社グループは、法令違反ないし不正行為による不祥事の防止および早期発見等を図るため、内部通報制度（「日コングループ・ヘルプライ
ン」）を導入し、通報のための専用窓口を社内・外に設置し、通報を理由として通報者に対し不利益な取り扱いを禁止する。
4) 当社グループは、グループ幹部会において適時にコンプライアンスに関する情報を提供し、周知徹底を図る。
5) 内部監査室は、日コングループ会社管理規定および監査規定に基づき、グループ会社に対する内部監査を実施する。
6) 当社グループは、反社会的勢力に対し、毅然とした態度で臨み、反社会的勢力との関係を遮断することを「企業倫理規準」および「企業行動規
準」に定め、取締役、使用人に遵守を徹底させる。
7) 当社は、財務報告の信頼性を確保するため、内部統制評価委員会において、内部統制評価規定に基づき、その整備状況および運用の有効性
を定期的に評価し改善を図る。

（２）　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社は、法令および社内規則（文書規定、稟議規定等）に則って保存、管理する。 

（３）　当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社グループは、グループ全体のリスク管理について、リスク管理規定に則って管理・連絡体制を構築し、当社の各部門およびグループ会社の所
管業務に付随するリスク管理は、当社の各部門長およびグループ会社社長が行うこととする。
なお、当社グループにおいて重大な影響を及ぼすリスクが顕在化した場合は、社長直轄の対策本部を当社に設置し、対応策を決定のうえ関係部
門に実行を指示する。

（４）　当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1) 当社は、定例取締役会を毎月1回開催することを基本とするとともに、臨時取締役会を随時開催し、重要事項の決定および取締役の職務執行
状況の監督を行う。
2) 当社は、取締役会の定めた基本方針に基づいて、重要な業務執行に関する計画およびその執行状況を審議・確認するため、執行役員兼務取
締役、常勤監査役および執行役員全員による経営会議を毎月2回開催するほか、臨時経営会議を随時開催し、取締役会の機能強化および経営
効率の向上を図る。
3) 当社グループの業務運営については、当社において中期経営計画および各年度予算を策定し、全社的な目標を設定した上で、グループ幹部
会等を通じて、グループ会社に対して経営方針の周知徹底を図る。当社の各部門およびグループ会社は、これを受けて自部門およびグループ会
社の目標達成のための施策を立案し実行する。
なお、当社の経営会議において定期的にその進捗状況をレビューする。

（５）　当社および当社子会社における業務の適正を確保するための体制　
1) 当社グループは、グループ会社の社長をコンプライアンス責任者とするとともに、グループ幹部会等を通じて、「企業倫理規範」の周知徹底およ
びその実践を図っていく。 
2) グループ会社の経営については、その独自性を活かしつつ、日コングループ会社管理規定に基づき、経営成績、財務状況および事業方針、年
度予算等に関する定期的な報告を義務付けるとともに、重要事項については、日コングループ稟議手続要領に基づき、当社の事前承認を得る。
なお、当社の子会社担当役員は当社の経営会議に子会社の状況を定期的に報告する。

（６）　監査役の職務を補助する使用人および指示の実効性の確保について
内部監査室、経理部との連携で対応しており、現在、専任の補助使用人は置いていないが、求められた場合、専任の補助使用人を置くか、置く場
合の人数等については常勤監査役と協議のうえ決定する。
なお、補助使用人を置いた場合、当該補助使用人は監査役の指揮命令に従うものとし、異動、評価、懲戒処分は常勤監査役の同意を得て行う。

（７）　当社の取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役等および使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に
報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制等 
1) 当社の取締役または使用人は、法定の事項に加え、経営状況の大きな変動、リスクの顕在化等、当社および当社グループに重大な影響を及
ぼす事項を速やかに監査役会に報告する。
2) 常勤監査役は、業務の執行状況を把握するため、当社の取締役会、経営会議その他重要な会議に出席する一方、重要な決裁書類である稟議
書その他の文書を閲覧するとともに、当社グループの取締役および使用人に適宜報告を求める。
3) 内部監査室による当社グループの監査の結果ならびに被監査部門に対する指摘事項の改善状況等については、常勤監査役に報告する。
4) 内部監査室は、日コングループ・ヘルプラインへの通報の結果について定期的に当社の監査役に報告する。 

（８）　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制等
1) 代表取締役は、監査役会と意見交換を密に行う。
2) 内部監査室および経理部をして、監査役会および当社の会計監査人である監査法人による監査との連携を図らせる。
3) 当社は、会社法第388条に基づく監査役からの費用等の請求に対する支払を実効的に担保するため、監査役の職務の執行について生ずる費
用等について、毎年一定額の予算を設定する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力排除に向けた取り組みについて、当社グループの企業行動規準において、反社会的勢力および団体に対し、毅然とした態
度で対応し、これらに金銭を供与したりこれらを利用したりすることなく、かつ恐れずに断固たる行動をとることを宣言し、当社グループ全社員に周
知徹底しております。また、上記１．（１）6)に記載の反社会的勢力との関係遮断について、内部統制システムの整備に関する基本方針として取締



役会で決議しております。この基本方針に基づき、社内体制の整備・維持に努めるほか、警察、顧問弁護士、外部専門機関と連携し、反社会的勢
力の情報収集や排除にむけた指導を受けております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

会社の支配に関する基本方針
（１）当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継
続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えております。
当社は、当社の支配権の移転をともなう買収提案がなされた場合、その判断は最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えてお
ります。また、当社株式について大量買付がなされた場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれ
ば、これを否定するものではありません。しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白
な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等につい
て検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よ
りも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、大量買付の対象となる会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも
少なくありません。
当社の企業価値の源泉は、（a）コンクリートポールのリーディングカンパニーとして長年にわたり蓄積した、コンクリート製品や生産設備に関する総
合的な技術力、製造・施工技術やノウハウ、（b）上記（a）の技術力等により裏打ちされた、高品質の製品・施工の安定的な供給力、（c）当社グルー
プおよび当社の製造技術・施工技術の供与先で構成するＮＣグループにおいて構築された全国的な製造・販売のネットワーク、（d）仕入先・販売
先をはじめとするあらゆる取引先との間に長年にわたり築かれてきた強固な信頼関係、ならびに（e）上記（a）および（b）の技術力を支え、向上させ
る経験、ノウハウを有する従業員の存在にあると考えております。当社株式の買付けを行う者がこれら当社の企業価値の源泉を理解し、これらを
中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。当社は、このような濫
用的な買収に対しては、必要かつ相当な対抗措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えて
おります。

（２）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの内容
当社は、上記①の「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」に照らして不適切な者によって当社の財務及び
事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、2019年6月27日開催の第88回定時株主総会において、当社株式の大量取
得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）を継続することを決議いたしました。
本プランは、当社株券等の20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める等、上記の目的を実現するために必
要な手続を定めております。
買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会または当社株主総会において本プランを発動しない旨が決定された場合に、当該決定時以
降に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。
買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれが
ある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合には、当社は、買収者等による権利行使は原則として認められないとの行使条件および当
社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権を、その時点の当社を除く全ての
株主に対して新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使または当社によ
る取得に伴って買収者以外の株主のみなさまに当社株式が交付された場合には、買収者の有する当社の議決権割合は、最大50%まで希釈化さ
れる可能性があります。
当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断については、取締役の恣意的判断を排するため、当社
経営陣から独立した社外取締役等のみから構成される独立委員会を設置し、その客観的な判断を経るものとしております。また、当社取締役会
は、これに加えて、本プラン所定の場合には、株主総会を開催し、新株予約権の無償割当ての実施に関する株主のみなさまの意思を確認するこ
とがあります。
こうした手続の過程については、適宜株主のみなさまに対して情報開示がなされ、その透明性を確保することとしております。

（３）上記の取組みについての当社取締役会の判断およびその理由
上記の取組みは以下の理由により基本方針に沿うものであり、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を
目的とするものではありません。
1)企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上
本プランは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主のみなさまが判断し、あるい
は当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し、株主のみなさまのために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすること
により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保することを目的として継続されるものです。
2)買収防衛策に関する指針等の要件の充足
本プランは、経済産業省および法務省が2005年5月27日に発表した企業価値ひいては株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に
関する指針（以下「指針」といいます。）の定める三原則（（a）企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の原則、（b）事前開示・株主意思の
原則、（c）必要性・相当性の原則）を全て充足しています。
また、経済産業省に設置された企業価値研究会が2008年6月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策のあり方」の内
容も踏まえて運用することが可能なものとなっております。
3)株主意思の重視
本プランは、株主のみなさまの意思を反映させるため、本定時株主総会において、当社定款第16条の規定に基づく当社取締役会への委任に関す
る議案が株主のみなさまに承認されることを条件として継続されます。
さらに、当社取締役会は、本プランで定めるとおり、一定の場合には株主総会において本新株予約権無償割当て決議を行うことができることとして
おります。
加えて、本プランには、有効期間を約3年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ、その有効期間の満了前であっても、当社株主総
会において当社取締役会への上記委任を撤回する旨または本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止され
ることになります。その意味で、本プランの消長には、株主のみなさまのご意向が反映されることとなっております。
4)独立性のある社外取締役等の判断の重視および第三者専門家の意見の取得
本プランの発動に際しては、独立性のある社外取締役等のみから構成される独立委員会による勧告を必ず経ることとされています。
さらに、独立委員会は、当社の費用において独立した第三者専門家等の助言を受けることができるものとされており、独立委員会による判断の公



正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっております。
5)合理的な客観的要件の設定
本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための
仕組みを確保しているものといえます。
6)デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと
本プランは、当社株券等を大量に買い付けた者の指名に基づき当社の株主総会において選任された取締役で構成される取締役会により廃止す
ることが可能であるため、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではあり
ません。また、当社においては取締役の任期は1年であり、期差任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役
会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――


